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将来の逸失利益の算定における中間利息控除の割合
［１］
将来の逸失利益について損窒ロ賠償請求がなされる際、その賠償が一括賠償として支払われるとすると、将来、受
けるべき利益を現時点で受領することとなり、利益を受けるべき時点と現時点との間の利息が過剰に賠償されるこ
ととなる。言い換えれば、損害賠償を得た被害者は、現時点で得た金銭を投資することにより、利益を受けるべき
時点までにその金銭を増やすことができる。したがって、将来の損害の賠償については、その墹加分をあらかじめ
減額し、現在価額に評価し直して賠償額とするのであり、この減額を一般に中間利息控除と呼んでいる。
中間利息控除のあり方については、古くは、毎年の利益ごとに控除するか（複式）、それらを稼働最終年に一括
して受領したとして控除するか（単式）、あるいは、単利で控除するか（ホフマン式）、複利で控除するか（ライブ
［２］
「３］
ニッッ式）、といったことが問題とされてきたが、最高裁は、複式ホフマン式、ライプニッッ式のいずれｊＤ不合理
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一４］
ではないとしている。なお、この問題については、東京・大阪・名古屋の各地方裁判所による共同提案がライプニ
［５］
シ
シ
式
の
採
用
を
提
言
し
た
こ
と
に
よ
り
、
実
務
的
に
は
ほ
ぼ
収
束
し
た
。
中間利息控除の割合（利率）については、従来から、民事法定利率（民法四○四条）として規定される年五パー
セントとするのが通例であった。ただ、高度成長期にインフレーション（以下、たんに「インフレ」という）が進
行した際、インフレを損害賠償額に反映させる方策として中間利息控除の割合を引き下げるべきだとする識論が
［６］
あった。これに加え、バブル経済崩壊後の超低金利を背景として（ただし、これのみを理由とする場〈ロは、中間利
［【Ｊ］
息控除の割ムロの問題を正しく理解していないことを指摘しておく）、年五パーセントの民事法定利率による控除が
「引き過ぎ」であるという主張がなされるようになり、一部の下級辮裁判例でも年五パーセントに満たない割合を
〔８］
採用するなど、中間利息控除の割合に関する議論が注ｎ口されていた。なお、前記の東京・大阪・名古屋の各地方裁
［９］
判所による共同提案は、中間控除利息の割△ロとして年五パーセントを提案している。
［、］
この問題に関し、近時、股澗裁は、控除割△口を年一一一パーセントとした原群判決を破棄するにあたり、「我が国で
は実際の金利が近時低い状況にあることや原審のいう実質金利の動向からすれば、被害者の将来の逸失利益を現在
価額に換算するために控除すべき中間利息の割合は民事法定利率である年五％より引き下げるべきであるとの主張
も理解できないではない。／しかし、民法四○四条において民事法定利率が年五％と定められたのは、民法の制定
に当たって参考とされたヨーロッパ諸国の一般的な貸付金利や法定利率、我が国の一般的な貸付金利を踏まえ、金
銭は、通常の利用方法によれば年五％の利息を生ずべきものと考えられたからである。そして、現行法は、将来の
請求権を現在価額に換算するに際し、法的安定及び統一的処理が必要とされる場合には、法定利率により中間利息
を控除する考え方を採用している。例えば、民事執行法八八条二項、破産法九九条一項二号（旧破産法（平成一六
年法律第七五号による廃止前のもの）四六条五号も同様）、民事再生法八七条一項一号、一一号、会社更生法一三六
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条
一
項
一
号
、
二
号
等
は
、
い
ず
れ
も
将
来
の
請
求
権
を
法
定
利
率
に
よ
る
中
間
利
息
の
控
除
に
よ
っ
て
現
在
価
額
に
換
算
す
る
こ
と
を
規
定
し
て
い
る
。
損
害
賠
償
額
の
算
定
に
当
た
り
被
害
者
の
将
来
の
逸
失
利
益
を
現
在
価
額
に
換
算
す
る
に
つ
い
て
も
、
法
的
安
定
及
び
統
一
的
処
理
が
必
要
と
さ
れ
る
の
で
あ
る
か
ら
、
民
法
は
、
民
事
法
定
利
率
に
よ
り
中
間
利
息
を
控
除
す
る
こ
と
を
予
定
し
て
い
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
こ
の
よ
う
に
考
え
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
事
案
ご
と
に
、
ま
た
、
裁
判
官
ご
と
に
中
間
利
息
の
控
除
割
合
に
つ
い
て
の
判
断
が
区
々
に
分
か
れ
る
こ
と
を
防
ぎ
、
被
害
者
相
互
間
の
公
平
の
確
保
、
損
害
額
の
予
測
可
能
性
に
よ
る
紛
争
の
予
防
も
図
る
こ
と
が
で
き
る
。
上
記
の
諸
点
に
照
ら
す
と
、
損
害
賠
償
額
の
算
定
に
当
た
り
、
被
害
者
の
将
来
の
逸
失
利
益
を
現
在
価
額
に
換
算
［Ⅲ］
するために控除すべき中間利息の割合は、民事法定利率によらなければならないというべきである」と判一不し、中
［過］
間
利
息
控
除
の
割
く
口
と
し
て
年
五
パ
ー
セ
ン
ト
を
採
用
す
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
。
こ
の
判
決
を
契
機
と
し
て
公
表
さ
れ
た
論
稿
で
は、最高裁の考え方に反対する見解が多いように見られる。
こ
の
問
題
つ
い
て
、
外
国
に
目
を
転
じ
て
み
る
と
、
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
は
、
か
な
り
の
議
論
の
蓄
積
が
あ
り
、
判
決
も
数
多
く
下
「旧］
さ
れ
て
い
る
。
そ
し
て
、
わ
が
国
に
お
い
て
も
、
そ
れ
ら
の
議
論
は
、
す
で
に
紹
介
さ
れ
た
こ
と
が
あ
る
。
た
だ
、
ア
メ
リ
カ
に
お
け
［皿］
る通常の議論では、そもそも法定利率が定まっておらず、事実としての損圭口の金銭評価の一環として中間利息控除
［旧］
の割合が問題となっている占いで、わが国の問題状況とは、大きな隔たりがある。
こ
こ
で
、
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
従
来
の
議
論
を
簡
単
に
ま
と
め
て
お
こ
う
。
先
に
見
た
と
お
り
、
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
は
、
中
間
利
息控除は、事実の問題として扱われている。その上で、伝統的に裁判所は、インフレが考慮するにはあまりに複雑・
［旧］
不確実になるとして、それを無視してきた。しかし、損害賠償，の目的が、原告（被害者）を事故がなかったのであ
れば、あったであろう状態に置くことだとすれば、事故がなければ賃金は疑いなくインフレにより上昇するという
［Ⅳ」
理由から、一九七○年頃からほとんどの裁判所は、陪審がインフレを考蝋することを詞函めた。その方法は、①イン
フ
レ
等
を
考
慮
し
賃
金
を
上
昇
さ
せ
て
生
涯
賃
金
を
計
算
し
た
上
、
イ
ン
フ
レ
を
考
慮
し
た
率
で
中
間
利
息
を
控
除
す
る
方
式
（
両
者
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一焔」
［⑱］
考慮方式）、②インフレと中間利息控除が全体として相殺されるとし、いずれ刃⑥考慮しない方式（全体相殺方式）、
③名目金利（市場金利）とインフレ率の動向から実質金利を予測し、実質金利（通常、年一パーセントから三パー
［釦］
［劃］
セ
ン
ト
）
に
よ
る
中
間
利
息
控
除
を
行
う
方
式
（
実
質
金
利
方
式
）
の
一
二
つ
に
分
類
さ
れ
る
。
以
上
の
よ
う
な
議
論
を
踏
ま
え
、
不
法
［理］
行為法第二次リスティトメント〈胃目白場爲ｚ『。「、『エｍＦ蚤「のｍ８ｚＰ目・丙『勿旨）は、逸失利益の算定において中間利
息控除を行うことを定め、その際、インフレを考慮しないのを原則とするが、インフレという問題点があることを
陪審に説示してもよいとし、さらには、中間利息控除とインフレの両者を考慮して、何もしない判決がある（②の
全体相殺方式の判決を指す）ことに言及していた。
［麹］
合衆国連邦鹸高裁判所は、①の立場をとるジョーンズ（」。■①⑫）判決において、排他的な唯一の方式は存在しな
い
と
し
て
、
唯
一
の
方
式
を
確
立
す
る
こ
と
を
拒
ん
だ
け
れ
ど
も
、
簡
明
性
を
理
由
と
し
て
全
体
相
殺
方
式
が
魅
力
的
だ
と
も
述
べ
て
い
た
。
他
方
、
近
時
の
学
説
に
は
、
①
の
立
場
か
ら
、
イ
ン
フ
レ
率
と
中
間
利
息
控
除
率
を
専
門
家
の
鑑
定
に
委
ね
、
い
ず
れ
も
行
う
［鋤］
［躯］
べきだとするもの、②の立場から、簡明性から全体相殺方式を「あり得る近道」だとする１℃の、③の立場から、実
一蝿｝
質
金
利
が
割
引
率
で
あ
る
べ
き
だ
と
す
る
ｊ
ｂ
の
が
見
ら
れ
、
従
来
か
ら
の
学
説
の
対
立
は
、
解
消
さ
れ
て
い
な
い
。
そ
の
後
の
学
説
の
一”］
議論のあり方としては、いかに経済的理論的に「正し／、」中間利息控除をするかに議論が向かっているので、先に
示
し
た
わ
が
国
の
殿
高
裁
判
決
と
比
べ
る
と
、
議
論
の
方
向
の
相
違
も
極
め
て
大
き
い
と
い
え
る
。
と
こ
ろ
で
、
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
は
、
不
法
行
為
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
州
法
が
適
用
さ
れ
る
か
ら
、
州
法
に
中
間
利
息
控
除
に
関
す
る
規
定
が
あ
れ
ば
、
ま
ず
、
そ
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
先
に
述
べ
た
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
一
般
的
な
議
論
と
は
前
提
が
異
な
り
、
ア
メ
リ
カ
・
ジ
ョ
ー
ジ
ア
州
に
は
、
損
害
賠
償
請
求
に
お
け
る
損
害
額
の
中
間
利
息
控
除
の
割
合
を
年
五
パ
ー
セ
ン
ー鉛｝
トと法定する立法がある（以下、これを、「中間利息控除法定利率」と呼ぶことにする）。加えて、ジョージア州で
［酌］
は、この立法がなされる以前から、年七パーセントと規定された任意規定としての法定利率（以下、これを、たん
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ジョージア州法は、不法行為（Ｈ◎目）の損害賠償（□昌冨、ｇ）の総則規定（。①二§一厚。くど◎弓）として「将来の
収入、年金、あるいは金銭額の現在価額の決定（□①［①『且口昌Ｃロ。『己『⑪⑫⑪貝く巳巨の。『昏目両図ョ目、碗・目ご昌宮。『色白。旨［鞍）」
｛別］
と題し、「事実認定者（Ｓ⑦ａ①『具毎。［）が将来の収入、年金、あるいは金銭額の現在価額を決定するときは、年五
パーセントで計算された利息を基礎として、その同額を控除することにより現在価額とすることが合法である（、言一一
［蛇］
すの一凹夛基ご一）」と規定する（一九七○年に立法された）。ジョージア州における中間利息控除のあり方は、この立法が
なされた一九七○年以前と以後に大きく大別することができる。以下では、時系列に従って、一九七○年以前の状
［幻」
況、曲ｆ間利息控除法定利率の立法、一九七○年以後の状況を概観する。
２
ジ
ョ
ー
ジ
ア
州
に
お
け
る
中
間
利
息
控
除
の
変
遷
［謎」
（
一
）
’
九
七
○
年
以
前
の
状
況
［調］
ジョージア州における法定利率の歴史は古い。アメリカムロ衆国建国より前の一七五九年以前、立法府は、年八パー
セントを法定利率として定めていた。この立法の目的は、すべての金融取引に対し法定利率を明確にし、暴利を防
に「法定利率」と呼ぶ）を中間利息控除の割合に採用できるか否かについて議論があった。この点で、わが国の現
在の状況に極めて類似している。そこで、本稿では、中間利息控除の割合の問題について、さらに比較法の観点か
［釦］
ら光を当てるため、ジョージア州における議論を紹介し、わが国における議論の参考とすることを目的とする。
ニ
ジ
ョ
ー
ジ
ア
州
に
お
け
る
中
間
利
息
控
除
１
概
説
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止することにあった。この意味では、利息制限法的性質を合わせもっていたことになる。しかし、一八七三年、ジ
ョージア州議会は、この法定利率を、年七パーセントとするとともに、書面により異なる利率が表示されない場合
に限り適用されるものと定義し直し、明確に、任意規定としての法定利率が規定されることになった。その後、こ
［調］
［釘］
の規定は、数次の改正を経て現在に至っているが、利率とともに、その規定の基本的性質にも変更はない。
他方、当初は、中間利息控除の割合を直接定める規定がなかったので、裁判所は、関連する制定法として法定利
［犯一
率の規定を参照するようになったが、法定利率は、中間利息控除の割く口そのものを法定したのではないという点に
［鋤］
議
論
の
余
地
を
残
し
て
い
た
。
［杣」
一八九五年、ジョージア州最高裁判所（、巨已忌日⑰ＤＣ目・【○８信冒）は、次のような判決を下し、中間利息控除の
問題についての議論を方向付けた。すなわち、事実春裁判官が陪審に対し中間利息控除の割合として年六パーセン
トを用いるように説示した判決につき被告が上告したのに対し、ジョージア州股高裁判所は、年六パーセントを説
示したのは誤りであり、法定利率である年七パーセントが適切な割合であるとした。その理由は、書面による契約
により異なる利率が定められない限り、ジョージア州においては年七パーセントが法定利率であり、他の利率によ
［杣］［椹］
る利息の計算は、全く盗意的である、と説明されている。この判決は、後の判決によっても追認当」れた。
ところで、あるべき中間利息控除の割合について、現在まで、投資リスクという観点では、二つの立場がある。
これらは、被害者への過剰賠償を解消するという中間利息控除の目的に照らすと、中間利息控除の割合は、被害者
の損害賠償金についての投資のあり方に大きく依存する、とする点で共通するものの、・一つは、投資の際の重要な
要素は、投資のリスクであるとし、将来の収入は、経済状況と被害者の健康状態に依存しているから、かなりリス
クが大きいので、中間利息控除は、リスクある投資の利率に基づいてなきれるべきだという。これに対し、もう一
つは、将来の収入の不確実性とは無関係に、リスクのない投資の利率によりなされるのが、適切であると主張する。
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こうして、リスクのない投資の市場金利が法定利率を下回ることが常態化することになり、中間利息控除の割合
が大きすぎるという批判がなされたのを受け、一九○○年代に入って、下級春裁判所は、必ずしも年七パーセント
［妬］
｛灯」
に拘らない判断を取り始めた。その一つであるタウンセンド（弓三．ｍｇＱ）判決は、その結論を導くに当たり、合
［梠一
衆国連邦最高裁判所（⑫巨已忌日①ＤＣ員。玲昏①ご巳［８ｍ画一①⑫）の判決を引用した上で、次にように説明している。すな
わ
ち
、
中
間
利
息
控
除
の
割
合
を
定
め
る
に
あ
た
っ
て
は
、
当
該
事
件
に
関
す
る
す
べ
て
の
事
実
と
状
況
を
考
感
す
る
こ
と
に
な
り
、
地域的な条件が無視されるべきではなく、したがって、必然的にその割引は、一般に法定利率と呼ばれる利率によっ
てなされるべきではない。法定利率は、金融上の経験と技能を行使しなければ得られないであろうような利率であ
り、これに対して、損害賠償における控除割合は、そのような技能なしに得られる利益を基礎とすべきである。こ
こで決められるべきものは、この場所で、この時に、安全な投資に基づいて得られる利益の問題であり、陪審は、
適
切
な
計
算
方
法
に
よ
り
、
現
在
価
額
へ
と
割
引
計
算
を
す
る
権
限
が
あ
る
、
と
。
タ
ウ
ン
セ
ン
ド
判
決
の
事
案
は
、
連
邦
雇
用
者
責
任法（界この昌一同己己一・房『〆Ｆ一量目シＣ【）に基づく訴訟を扱うものであり、連邦の判決を参照しやすかったとの指摘
．［柵］
〔釦］
があるが、いずれにしても、この後、連邦法による事件では、下級春裁判所は、法定利率を適用しなくなったので、
［幅］
この問題に関し、連邦裁判所は、リスクのない投資の利率を基準とすべきだとした。そして、この時期のリスクの
ない投資の利率は、年約四パーセント程度であり、年七パーセントによる中間利息控除は、かなりの高率であった
［“］
ことが指摘觜」れている。ただ、これは、いわば当然であると基」れている。すなわち、年七パーセントの法定利率は、
特に利率を定めないときの金銭消費貸借に付されるべき利息の利率を意図している。このような取引における利息
は、①リスクを含まない財産投資としての利息、②不履行リスクに対する保険料、③履行期限遅滞に対する運用コ
ストに対する手数料の三つの榊成要素からなる。これに対し、リスクのない投資は、三つのうち①のみで構成され
［幅］
るからである、と説明される。
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ジョージア州においては、おもに州法による事件と連邦法による事件とで取り扱いが分かれ、法定利率の年七パー
セ
ン
ト
に
よ
る
処
理
が
な
さ
れ
る
事
件
と
そ
れ
以
外
の
事
件
が
混
在
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
［副］
この問題は、結局、一九一一二年、ジョージア州最高裁判所の判決により明確な決着を見ることとなった。すなわ
ち、ジョージア州法に基づいて提起された不法行為訴訟であるこの事件において、事実春裁判官が陪審に対し中間
利息控除の割合として公平だと信ずる利率を用いることができると説示したのに対し、この最高裁判決は、州法に
よる事件と連邦法による事件とを区別し、連邦法による事件では実際の金融市場の状況を考慮して柔軟に中間利息
控除の割合を定められるのに対し、ジョージア州法による事件では州法が支配すべきであるとし、先に述べた初期
［麺」
［詞］
のジョージア州最高裁判所判決を引用して、年七パーセントの法定利率を用いるべきだと結論づけた。この判決以
［刷一
降は、法改正がなされる一九七○年まで、州法による事件では、ほぼ異論なく年七パーセントが用いられた。
（
二
）
一
九
七
○
年
中
間
利
息
控
除
法
定
利
率
の
立
法
一
九
三
一
年
の
最
高
裁
判
決
以
降
、
中
間
利
息
控
除
の
割
合
に
関
す
る
ジ
ョ
ー
ジ
ア
州
法
の
取
り
扱
い
は
、
明
確
と
な
っ
た
。
す
な
わち、中間利息控除の割合として、ジョージア州法に基づく事件では年七パーセントが適用され、連邦法に基づく
事件では実際の金融市場の状況を考慮して柔軟に定められることになったのである。しかし、一九七○年、州議会
一弱一
は、中間利息控除の割くロを定める立法をし、それを年五パーセントと定めた（中間利息控除法定利率）。その背景
としては、連邦法による事件と州法による事件の分断に加え、先に見たように、州法による事件において中間利息
控
除
の
割
合
と
し
て
法
定
利
率
で
あ
る
年
七
パ
ー
セ
ン
ト
が
採
用
さ
れ
て
い
た
時
、
連
邦
法
に
よ
る
事
件
に
お
い
て
あ
る
べ
き
中
間
利
息控除の割合とされた市場におけるリスクのない投資の利率は、それより低いのが通常であったことがある。また、
［郡］
逆に、一九七○年代前半は、市場におけるリスクのない投資の利率は、年約八パーセントであり、預金金利が年約
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なかった。
［砲］［鯛］
また、連邦不法行為請求法に基づく事件において、事実審裁判官が年九パーセントによる中間利息控除を説一水し
たのに対し、原告が年五パーセントによる控除を求めて控訴した事件において、合衆国中間上訴裁判所（ロ己〔８ｍ目①⑫
ｎｏ員。命シ弓２－⑫〉は、ジョージア州法は、将来の収入を現在価額へと割り引く際の控除の割合として年五パーセン
［“］
卜を用いるよう要求していると判一不し、連邦法による事件においても、年五パーセントが適用されることが確認さ
（
三
）
’
九
七
○
年
以
後
の
状
況
一
九
七
○
年
の
立
法
は
、
中
間
利
息
控
除
の
割
合
と
し
て
年
五
パ
ー
セ
ン
ト
が
使
用
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
と
規
定
す
る
の
で
はなく、年五パーセントが「合法である（切言一一ワ①］篁宣）」と規定した。これにより、年五パーセントがたんに許
容し得る年率に過ぎないのか、採用が要求される年率なのかという問題を生じさせた。この問題につき、裁判所は、
［詔］
「鍋｝
継続的に後者の立場を採用することにより、この問題に答えている。たとえば、この問題を最初に明一不的に扱った
「釦］
中間上訴裁判所の判決では、事実審で、陪審が納得できる方法で中間利息控除を行えばよいと説一不され、その地域
の利率が年五パーセントから七パーセントだとの証拠が採用されたのに対し、被告は、中間利息控除の割合として
〔御］
年
七
パ
ー
セ
ン
ト
を
唯
一
の
利
率
と
し
て
用
い
る
べ
き
だ
と
す
る
一
九
六
七
年
の
判
決
を
引
用
し
、
異
論
を
唱
遣
え
た
の
に
対
じ
、
裁
判
所
は
、
議
会
が
中
間
利
息
控
除
の
割
合
と
し
て
年
五
パ
ー
セ
ン
ト
が
用
い
ら
れ
る
よ
う
に
立
法
し
て
い
る
と
し
て
、
そ
の
主
張
を
認
め
［釘］
五
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ
っ
た
。
い
ず
れ
に
し
て
も
、
こ
の
立
法
は
、
中
間
利
息
控
除
の
割
谷
口
を
明
示
的
に
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
連
邦
法
に
よ
る
事
件
と
州
法
に
よ
る
事
件
の
間
で
統
一
的
な
処
理
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
す
る
と
と
も
に
、
さ
ら
に
は
、
従
来
、
州
法
に
よ
る
事
件
で
は
、
年
七
パ
ー
セ
ン
ト
で
運
用
さ
れ
て
き
た
も
の
を
立
法
に
よ
り
年
五
パ
ー
セ
ン
ト
へ
と
引
き
下
げ
る
形
で
改
定
し
た
の
で
あ
る
か
ら
、
名
目
金
利
で
あ
る
年
七
パ
ー
セ
ン
ト
で
は
高
す
ぎ
る
と
い
う
考
え
方
に
基
づ
く
の
は
、
間
違
い
の
な
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。
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れた。こうして、一九七○年以後、事実審裁判官は、連邦法による事件、州法による事件を問わず、中間利息控除の割
合として制定法に定められた年五パーセントの中間利息法定利率のみを陪瀞に説示することができるだけになり、
［侭］
また、陪審は、年五パーセント以外の控除割〈ロについての専門家の鑑定を受けてはならないことになった。ただ、
そ
の
後
も
、
｜
部
の
専
門
家
が
中
間
利
息
控
除
の
割
合
と
し
て
年
五
パ
ー
セ
ン
ト
以
外
の
利
率
を
主
張
し
た
こ
と
も
あ
る
。
こ
の
理
由
として、一九七○年の立法以前の連邦法の事件と州法の事件との取り扱いの違いを区別せず、一部の専門家が依然
と
し
て
裁
判
所
が
専
門
家
の
鑑
定
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
と
信
じ
て
い
た
こ
と
や
、
一
部
の
専
門
家
が
規
定
の
文
言
の
暖
昧
さ
か
ら
［髄］
年五パーセントが常に要求されるとは考轌えなかったこと、などが指摘されている。
３
年
五
パ
ー
セ
ン
ト
を
法
定
す
る
こ
と
に
関
す
る
議
論
二
）
他
の
不
確
実
要
因
の
存
在
ジ
ョ
ー
ジ
ア
州
法
は
、
中
間
利
息
控
除
の
割
合
を
年
五
パ
ー
セ
ン
ト
と
法
定
し
た
。
他
方
で
、
逸
失
利
益
の
算
定
の
基
礎
と
な
る
収
入については規定がないけれども、以下に見るように、ジョージア法（。ｇ侭冒旨乏）は、現在、収入は増加するも
［町］
のであるとの詞叫識の下、損害評価の際に賃金上昇を考慮するのが妥当であることを認めている。
この問題については、そもそも、当初は、インフレと賃金上昇を明確に区別していなかった点に問題があるけれ
ど
も
、
そ
れ
を
し
ば
ら
く
留
保
す
る
と
し
て
も
、
次
の
よ
う
な
判
決
が
あ
る
。
まず、事実審で、将来の賃金上昇を考慮して損害額を算定した事件で、損害額が大きすぎるとして被告が上訴し
た
の
に
対
し
、
人
類
の
経
験
と
知
識
か
ら
イ
ン
フ
レ
が
存
在
す
る
の
が
確
実
だ
と
し
て
、
認
定
さ
れ
た
金
額
が
過
剰
だ
と
は
い
え
な
い
［閉］
とした判決がある。また、事実審で同様に将来の賃金上昇を明確に考慮した専門家の鑑定を採用した事件で、損窒ロ
228
将来の逸失利益の算定における中間利息控除の割合
（二）固定利率としての中間利息控除の割合
先に見たように、中間利息控除の割合がリスクのない投資の率によるべきだとすると、当然、この率は、その時
ど
き
に
よ
っ
て
変
動
し
て
い
る
こ
と
に
な
る
。
他
方
で
、
控
除
割
合
が
年
五
パ
ー
セ
ン
ト
と
法
定
さ
れ
て
い
る
か
ら
、
市
場
の
金
利
動
額
が
大
き
す
ぎ
る
と
し
て
被
告
が
上
訴
し
た
の
に
対
し
、
貸
金
上
昇
を
考
慮
す
る
こ
と
を
肯
定
し
、
イ
ン
フ
レ
と
あ
わ
せ
て
年
三
・
五
「閲｝
パ
ー
セ
ン
ト
の
上
昇
を
認
め
た
判
決
が
あ
る
。
貴
」
ら
に
は
、
事
実
審
に
お
い
て
鑑
定
人
が
年
五
パ
ー
セ
ン
ト
の
賃
金
上
昇
を
考
慮
し
、
陪審がそれに従って損害額を算定した事件で、被告がその内容としてインフレを考慮するのが暖味で不確実過ぎる
［わ］
のではないかとして上訴したのに対し、当該鑑定は、一般的な経済の傾向に適雷７とした判決がある。ただし、これ
一両一
は
、
多
数
意
見
で
あ
り
、
こ
の
判
決
に
は
、
裁
判
長
を
含
む
四
人
の
裁
判
官
が
反
対
し
た
。
反
対
す
る
裁
判
官
は
、
次
の
よ
う
に
主
張
する。すなわち、専門家の鑑定は、経済の傾向（インフレ）に関するものと賃金に関するものに区別され、｜インフ
レ
は
、
経
済
動
向
に
関
わ
る
も
の
な
の
で
鑑
定
に
馴
染
み
、
先
行
す
る
判
決
で
も
考
慮
さ
れ
て
き
た
け
れ
ど
も
、
賃
金
上
昇
は
、
不
確
実
性
が
大
き
く
、
損
害
賠
償
の
算
定
に
お
い
て
は
考
慮
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
、
と
。
こ
の
反
対
意
見
の
計
算
方
式
は
、
将
来
の
収
入
は
［ね」
増加しな’いと仮｛正する方式であり、この方式が採用された連邦裁判所の判決から、ペンロッド・ルール（勺①ロ８旦
旦
の
）
と
呼
ば
れ
て
い
た
。
こ
の
方
式
は
、
賃
金
上
昇
は
、
考
慮
す
る
に
は
不
確
実
過
ぎ
る
と
の
考
慮
に
よ
っ
て
お
り
、
後
の
連
邦
裁
一刀］
判所の判決によっても採用されているが、この追認判決における反対意見は、過去の状況から年五パーセントの賀
金
上
昇
を
認
め
る
べ
き
だ
と
し
、
賃
金
上
昇
を
認
め
な
い
判
決
に
つ
い
て
唯
一
確
実
な
こ
と
は
、
こ
の
判
決
が
間
違
っ
て
い
る
こ
と
が
「別］
確
実
で
あ
る
こ
と
で
あ
る
と
皮
肉
を
込
め
て
批
判
し
て
い
た
。
こ
の
よ
う
な
経
緯
を
経
て
、
後
に
、
連
邦
裁
判
所
は
、
賃
金
上
昇
を
老
［布］
慮
す
る
こ
と
を
認
め
る
よ
う
に
態
度
を
改
め
、
現
在
に
至
っ
て
い
る
。
加
え
て
、
ジ
ョ
ー
ジ
ア
州
裁
判
所
で
も
、
賃
金
上
昇
を
考
慮
す
「布］
［行］
る実務で固まっている。この際、明確に区別されてはいないけれども、インフレも同様に考慮されているとい鱈える。
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４
ジ
ョ
ー
ジ
ア
州
法
の
現
状
と
課
題
ｌ
小
括
ジ
ョ
ー
ジ
ア
州
法
は
、
リ
ス
ク
の
な
い
投
資
の
利
率
の
徴
表
と
し
て
、
中
間
利
息
控
除
の
割
合
を
年
五
パ
ー
セ
ン
ト
と
法
定
し
た
け
れ
ど
も
、
逸
失
利
益
の
算
定
基
礎
と
な
る
将
来
の
収
入
等
の
計
算
の
あ
り
方
を
法
定
し
て
い
な
い
。
そ
し
て
、
将
来
の
収
入
等
を
繭
算
する際に、インフレ、生産性向上等にともなう将来の賃金上昇を考慮することが一般に認められてはいるけれども、
・
そ
の
方
法
が
法
定
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
の
で
、
こ
の
率
を
ど
の
程
度
認
め
る
か
に
よ
っ
て
、
認
め
ら
れ
る
べ
き
将
来
の
損
害
額
が
大
き
く
異
な
り
、
従
っ
て
、
一
律
に
年
五
パ
ー
セ
ン
ト
で
控
除
さ
れ
た
現
在
価
額
も
、
大
き
く
異
な
る
。
結
局
、
損
害
の
現
在
価
額
の
算
定
に
は
、
イ
ン
フ
レ
等
に
よ
る
賃
金
の
増
加
の
割
合
と
中
間
利
息
控
除
の
割
合
の
両
者
が
必
要
で
あ
り
、
一
方
を
法
定
し
て
も
、
他方を法定しなければ、画一的・統一的処理はできない。
また、インフレ等による賃金の増加の割合を専門家の鑑定によって評価するとしても、中間利息控除の割合が法
定
さ
れ
て
い
る
た
め
、
実
態
を
反
映
し
た
中
間
利
息
控
除
が
困
難
に
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
一
般
に
、
固
定
さ
れ
た
利
率
は
、
中
間
利
息
控
除
の
割
合
と
し
て
は
、
相
対
的
に
高
い
割
合
で
あ
り
、
ま
た
、
市
場
の
利
率
｛ね］
を反映したものでもなく、連邦裁判所は、法定利率を放棄する傾向にある、といや７指摘がある。
向とは無関係に常に年五パーセントで控除されることになる。したがって、この中間利息控除は、常に、実態と合
〔沼］
わない可能性が高い。
三
若
干
の
検
討
１
比
較
検
討
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名
目
金
利
と
し
て
の
法
定
利
率
は
、
ジ
ョ
ー
ジ
ア
州
に
お
い
て
も
、
中
間
利
息
控
除
法
定
利
率
が
立
法
さ
れ
る
以
前
に
は
、
中
間
利
息
控
除
の
割
合
と
し
て
用
い
ら
れ
て
い
た
け
れ
ど
も
、
連
邦
法
に
よ
る
事
件
と
の
不
統
一
性
と
、
そ
の
割
合
が
名
目
金
利
で
は
高
す
ぎ
る
と
い
う
こ
と
を
背
景
に
、
立
法
に
よ
り
こ
の
実
務
は
廃
棄
さ
れ
た
。
年
七
パ
ー
セ
ン
ト
が
年
五
パ
ー
セ
ン
ト
に
引
き
下
げ
ら
れ
た
こ
［別］
とから、差としては、年二パーセント、割合としては、一二割弱が、名目金利では高すぎると評価されたことになる。
も
ち
ろ
ん
、
年
五
パ
ー
セ
ン
ト
と
し
て
中
間
利
息
控
除
の
割
合
を
法
定
す
る
こ
と
の
問
題
は
、
基
礎
と
な
る
収
入
の
算
定
の
あ
り
方
に
も
影
響
を
受
け
る
か
ら
、
こ
の
問
題
は
、
後
に
さ
ら
に
検
討
す
る
。
な
お
、
最
高
裁
は
、
「
民
法
四
○
四
条
に
お
い
て
民
事
法
定
利
率
が
年
五
％
と
定
め
ら
れ
た
の
は
、
民
法
の
制
定
に
当
た
っ
て
参
考
と
さ
れ
た
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
諸
国
の
一
般
的
な
貸
付
金
利
や
法
定
利
率
、
我
が
国
の
一
般
的
な
貸
付
金
利
を
踏
ま
え
、
金
銭
は
、
通
常
の
利
用方法によれば年五％の利息を生ずべきものと考えられたからである」としていることから、民法四○四条の年五
パ
ー
セ
ン
ト
が
名
目
金
利
を
定
め
た
も
の
で
あ
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
い
る
こ
と
を
再
度
指
摘
し
て
お
く
。
つ
ぎ
に
、
ジ
ョ
ー
ジ
ア
州
で
は
、
逸
失
利
益
算
定
の
基
礎
と
な
る
賃
金
が
イ
ン
フ
レ
や
生
産
性
向
上
に
よ
っ
て
上
昇
す
る
こ
と
が
前
提
と
さ
れ
た
上
で
、
中
間
利
息
控
除
の
割
合
と
し
て
年
五
パ
ー
セ
ン
ト
を
適
用
し
て
い
る
。
そ
し
て
、
何
パ
ー
セ
ン
ト
と
特
定
す
る
こ
以
上
の
議
論
を
参
考
と
し
て
、
わ
が
国
の
法
制
度
と
の
比
較
を
通
じ
、
若
干
の
検
討
を
し
て
み
よ
う
。
ま
ず
、
比
較
に
あ
た
っ
て
、
ジ
ョ
ー
ジ
ア
州
で
は
、
直
接
、
不
法
行
為
に
基
づ
く
損
害
賠
償
の
中
間
利
息
控
除
の
割
合
と
し
て
年
五
パーセントが法定されている点が指摘きれなければならない（中間利息控除法定利率）。わが国で中間利息控除の
割合として年五パーセントが問題となる場合は、民事法定利率を規定する民法四○四条の適用（あるいは類推適用）
の
問
題
と
な
る
。
民
法
四
○
四
条
は
、
そ
の
立
法
過
程
の
議
論
に
よ
れ
ば
、
名
目
金
利
を
定
め
て
い
る
こ
と
に
異
論
は
な
い
。
結
局
、
利
率
の
性
質
と
い
う
点
で
は
、
わ
が
国
の
年
五
パ
ー
セ
ン
ト
の
法
定
利
率
に
対
応
す
る
も
の
は
、
ジ
ョ
ー
ジ
ア
州
で
は
、
年
七
パ
ー
セ
［釦］
ントの法定利率である。
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